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幼少期に虐待を受けた高齢者は 

年間医療費が11万円高い 
 

幼少期の被虐待経験はその後の健康に長期的な影響を与え、高齢期にまで及ぶ可能性が示唆

されています。では、被虐待経験は高齢期の医療費にまで影響を与えるのでしょうか。本研究では、

政令指定都市A市において、要介護認定を受けていない高齢者への質問紙調査と2012・13年度の

医療レセプトデータを連結したデータを用いて、被虐待経験の有無による高齢期の医療費の相違を

検討しました。その結果、家庭内暴力の目撃、身体的虐待、心理的ネグレクト、心理的虐待いずれ

かの虐待を18歳までに受けていた高齢者（N=176, 18.0%）の年間医療費は、被虐待経験のない高

齢者と比べて116,098円高いことが示されました。この結果から幼少期の被虐待経験によって生じる

高齢者の医療費は日本全体で約3,330億円に上ると試算できます。 
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■背景 

幼少期の被虐待経験はその後の健康に長期的な影響を与え、高齢期にまで及ぶ可能性が示唆されている。しかし、

医療費への影響について議論している海外の先行研究においても、高齢期の医療費に与える長期的影響を検討し

た研究はほとんどない。さらに日本においては、幼少期に虐待を経験した人に実際にかかる医療費は不明のままで

ある。そこで本研究では、日本の高齢者のコホート研究JAGES（Japan Gerontological Evaluation Study; 日本老年

学的評価研究）のデータとJAGES参加自治体の健康診査データ・レセプトデータを用いて、幼少期に虐待を経験し

た高齢者とそうでない高齢者の医療費を算出・比較することによって、幼少期の被虐待経験が高齢期の医療費へ

与える影響を検討することを目的とした。 

■対象と方法 

JAGES2013年度調査データとJAGES参加自治体である政令指定都市A市の2012・13年度のレセプトデータを連

結した（N=5,155）。国民健康保険特定健康診査データを用いて国民健康保険の非加入者と特定できる者を除外

した（2012・13年度それぞれN=66）。さらに、幼少期の逆境体験に関する質問項目に対して回答を求められていな

い者（N=4,143）および無回答であった者（N=34）を除いた、978名を本分析の対象とした。分析にはt検定および一

般化線形モデル（GLM）を用いた。 

■結果 

t検定の結果、家庭内暴力の目撃、身体的虐待、心理的ネグレクト、心理的虐待いずれかの虐待を受けていた高

齢者（N=176, 18.0%）の年間医療費は549,468円であり、そうでない高齢者より136,456円（33%）高かった

（p=0.007）。虐待の種類別では、身体的虐待と心理的ネグレクトを受けた高齢者の年間医療費は、そうでない高齢

者より有意に高いことが明らかになった（それぞれ医療費の差295,148円 , p=0.04; 医療費の差161,400円 , 

p=0.008）。GLMを用いて高齢者の年齢と性別を調整しても、いずれかの虐待を受けていた高齢者の年間医療費は、

そうでない高齢者より116,098円高いことが示された（p=0.03）。 

■結論  

幼少期の被虐待経験は高齢期の医療費を有意に増加させることが示された。これらの関連が因果関係であると仮

定すると、幼少期の被虐待経験によって生じる高齢者の医療費は日本全体で約3,330億円に上ると試算できる。 

■本研究の意義  

幼少期に虐待を経験することが高齢期の医療費にまで影響する可能性が示唆されたことから、児童虐待を未然に

防ぐこと、早期に発見・介入することが重要だと考えられます。また、虐待を予防する取り組みが個人だけでなく社会

全体への負担を軽減することにつながることを示す知見が得られました。 
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